
 

第２次糸島市環境基本計画 

(第２次糸島市地球温暖化対策実行計画) 

(糸島市生物多様性戦略) 
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糸島市は、福岡県西部の糸島半島に位置し、市北部には玄界灘に面した美しい海岸線が広が

り、また、市南部には脊振・雷山山系の山々が連なっています。そして、それらの中間部には糸島

平野と呼ばれるなだらかな田園地帯が広がり、ＪＲ筑肥線と国道202号沿線を中心に市街地が形成

されています。 

東は福岡市、西は佐賀県唐津市、南は佐賀市と接しています。福岡市の中心部天神からＪＲ筑

肥線筑前前原駅までと西九州自動車道前原インターチェンジまでは、ともに約30分の時間距離に

あります。博多駅や福岡空港にもアクセスしやすく、交通利便性が高い地域となっています。 

 

 

■糸島市の位置 

１．位置・地勢 
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糸島市の面積は215.70ｋｍ2で、東西約24ｋｍ、南北約19ｋｍにわたり、福岡県下で第６位の広い

行政区域面積を有しています。 

土地利用構成をみると、宅地9.5％、農地19.1％、森林47％であり、農地森林面積が6割以上を

占める自然豊かな地域となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和６年度福岡県土地利用動向調査 

 

 

糸島市の気候は一般的に温暖ですが、冬の北西の季節風が強く、低温で晴天が少ない日本

海型の気候区に属し、山地部では積雪をもたらすことがあります。 

 

■過去10年の気象状況（アメダス前原局） 

 

 

 

 

年間

降水量 平均 最大

日平均 日最高 日最低 （mm） 風速 風速

2015 16.6 20.8 12.8 35.0 -2.6 1,811.00 2.1 16.5 北

2016 17.4 21.6 13.4 36.5 -4.1 2,266.50 2.0 14.6 南南東

2017 16.8 21.2 12.6 38.9 -3.0 1,429.50 2.1 12.9 南南西

2018 16.9 21.4 12.6 37.9 -3.3 1,516.50 2.1 14.9 南南東

2019 17.1 21.6 12.9 37.2 -1.7 1,635.00 2.0 15.3 南

2020 17.0 21.3 12.9 38.5 -1.1 2,182.00 2.1 16.4 南南東

2021 17.3 21.8 13.0 36.1 -2.6 1,888.50 2.2 11.6 南

2022 17.2 21.7 12.9 37.1 -2.2 1,209.50 2.2 15.4 南南西

2023 17.8 22.5 13.4 37.3 -3.9 1,665.50 2.2 12.0 南南東

2024 18.3 22.6 14.3 38.5 -1.9 1,852.50 2.3 12.5 北北西

出典：気象庁HP「過去の気象データ検索」より作成

観測年

気温（℃） 風向・風速（m/s）

平　均
最高 最低 風向

２．面積・土地利用 

3．気候 

区分 面積(㎢) 構成比(％)

宅地 20.51 9.5

農地 41.25 19.1

森林 101.32 47.0

その他 52.62 24.4

合計 215.70 100.0

宅地

10%

農地

19%

森林

47%

その他

24%

■糸島市における土地利用の現況割合
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糸島市の人口は、福岡県下で第9位です。全国的に人口が減少に転じた状況でも、緩やかな

増加が続いています。 

 

■糸島市の人口 

 

 

糸島市の産業をみると第3次産業の就業者数が多く、就業者数に占める割合は約7割となって

います。また、課税所得からみた令和3年度の経済規模は2,331億円となっています。 

 

■糸島市の産業及び経済 

 

出典：数字でみる福岡都市圏のすがた（2025年3月）、市町村要覧（令和6年度版）、 

令和2年度国勢調査から抽出 

104,124人 第1次産業就業人口率 7.7％

男性 50,050人 第2次産業就業人口率 17.3％

女性 54,074人 第3次産業就業人口率 72.0％

31,742人

高齢化率 30.48％

14,023人

年少率 13.47％

47,501世帯

15歳未満人口

世帯数

出典：住民基本台帳(令和7年11月末現在)
人口、世帯数、65歳以上人口・高齢化率、
15歳未満人口・年少率

出典：令和2年国勢調査
産業別就業人口率

人　口

65歳以上人口

項目 年度 数量 項目 年度 数量

市町村民所得 R3 2,646億円 他市町村からの通勤者数 R2 6,746人

事業所数 R3 3,400事業所 農業従事者数 R2 2,197人

労働力人口 R2 48,953人 農業総産出額 R5 191.3億円

就業者数 R2 46,685人 漁獲量 H30 2,727トン

完全失業者数 R2 2,268人 製造業事業所数 R5 83事業所

第1次産業就業者数 R2 3,614人 製造事業所従業者数 R5 3,464人

第2次産業就業者数 R2 8,056人 製造品出荷額等 R4 711.2億円

第3次産業就業者数 R2 33,617人 卸・小売業事業所数 R3 675事業所

雇用のある事業主数 R2 1,286人 卸・小売業従業者数 R3 5,238人

雇用のない事業主数 R2 4,205人 卸・小売業年間販売額 R2 965億円

市内で従業する就業者数 R2 24,917人 観光入込客数 Ｈ29 648万人

他市町村への通勤者数 R2 20,945人

４．人口 

5．産業及び経済 
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６-１ 糸島市内に生息する希少な動植物 

福岡県レッドデータブック 2024によると、糸島市内には多

くの希少な動植物の生息が確認されています（計画本編 66

～76 ページ掲載）。雷山川下流（泉川）沿いに咲く、糸島市

の花「ハマボウ」も、その中の一つです。 

 

６-２ 自然公園等 

糸島市は景観に優れた自然公園、緑地を多く有しており、市内外から訪れる人々の自然との触

れ合い活動の場、余暇活動の場として親しまれています。 

■市内の国定公園等 

 

■市内の公園施設等 

 

公　園　名 概　要

玄海国定公園
福岡、佐賀、長﨑の３県にまたがり、玄海灘沿岸をはじめとし
た東西約100余kmにおよぶ国定公園。本市の夕日の名所として
名高い「二見ヶ浦」が位置している。

脊振雷山県立自然公園
玄海灘の海岸線を一望できる背振山・雷山を主体とする自然公
園。滝や渓谷が多いのが特徴。

出典：福岡県HP「福岡県の自然公園」等をもとに作成

公園・施設名 概　要

森林公園
真名子木の香ランド

標高400メートルの山あいに位置し、緑の木立に囲まれたレク
リエーション施設。キャンプ場を備え、二丈岳へのハイキング
やバーベキュー、川遊びなどを楽しめる。

白糸の滝ふれあいの里

羽金山の中腹に位置する自然とのふれあい施設。ヤマメ釣りや
そうめん流しなどを楽しめる。隣接する白糸の滝は、文字通り
高さ約24メートルの岩肌を白い糸のように流れる滝で、福岡
県の名勝に指定されている。

農業公園
ファームパーク伊都国

本市の自然環境や歴史風土、都市近郊の立地条件を生かした都
市と農村の交流拠点施設。様々な「食」と「農」に関するイベ
ントを体験できるほか、野菜直売所「伊都国即売会」も併設さ
れている。

加茂ゆらりんこ橋

加茂川の上流にかかる全長100メートルのつり橋。1本のワイ
ヤーで吊られた橋としては世界有数の長さを誇り、眼下に二丈
渓谷の渓流、玄界灘、棚田などを一望できる。二丈渓谷の入口
に位置し、6月初旬にはホタルを見ることができる。

平原歴史公園

日本最大の銅鏡「内行花文鏡」が出土した国指定史跡「平原遺
跡」を整備した歴史公園。伊都国王墓をはじめとした史跡広場
があり、伊都国の歴史を学ぶことができる。秋には周辺が一面
コスモス畑となるほか、「平原王墓祭り」が開催される。

糸島観光サイト「つなぐ糸島」等をもとに作成

６．自然環境 
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７-１ 大気 

福岡県が糸島総合庁舎敷地内に大気一般監視局を設置し、大気環境の測定を行っています。 

 

■大気測定結果（測定局：糸島 R3～5年度測定分） 

 

出典：福岡県「公害関係測定結果令和４年度～令和６年度版」 

 環境局 HP「大気汚染に係る環境基準」 

年度 年平均値
日平均値の2%除外値

〔ppm〕
環境基準

R3 0.001 0.003

R4 0.001 0.003

R5 0.001 0.003

年度
年平均値
〔ppm〕

日平均値の年間98％値
〔ppm〕

環境基準

R3 0.004 0.011

R4 0.005 0.013

R5 0.003 0.008

年度
年平均値
〔mg/㎥〕

日平均値の2%除外値
〔mg/㎥〕

環境基準

R3 0.017 0.033

R4 0.018 0.038

R5 0.015 0.039

年度
昼間の1時間値の
年平均値〔ppm〕

昼間の日最高1時間値
の年平均値〔ppm〕

環境基準

R3 0.041 0.054

R4 0.038 0.051

R5 0.04 0.052

年度
年平均値

〔μg/㎥〕

日平均値の年間98%値

〔μg/㎥〕
環境基準

R3 10.4 26.2

R4 10.3 24.7

R5 9.6 23.4

微小粒子状物質（PM2.5）

1年平均値が15μg/m3以下であり、かつ、1日

平均値が35μg/m3以下であること

（H21.9.9告示）

浮遊粒子状物質（SPM）

1時間値の1日平均値が0.10mg/㎥以下であ
り、かつ、1時間値が0.20mg/㎥以下であるこ
と
(S48.5.8告示)

光化学オキシダント（Ox）

1時間値が0.06ppm以下であること
(S48.5.8告示)

1時間値の1日平均値が0.04～0.06ppmのゾー
ン内またはそれ以下であること
(S53.7.11告示)

二酸化硫黄（SO₂）

1時間値の1日平均値が0.04ppm以下であり、
かつ、1時間値が0.1ppm以下であること
(S48.5.16告示)

二酸化窒素（NO₂）

７．生活環境 
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７-２ 水質 

糸島市では、毎年１月頃に河川や地下水の水質調査を行っています。また、河川の水質を守る

取り組みとして下水道普及事業を進めています。 

 

○河川・ため池調査 

河川などの水質検査は1982(昭和57)年度から実施しており、現在は、河川・ため池などの生活

環境項目（BOD、SS、COD、窒素、リン、アンモニア性窒素等の12項目）を市内74か所で毎年実施

しています。  

 

■BOD（mg/L）の測定結果の推移（主な調査か所） 

 

 

○地下水（井戸水）調査 

水道水質基準に関する省令に定められた40項目について13か所の地点で実施しています。 

 

 

 

 

 

測定場所 平成26年 令和元年 令和６年

瑞梅寺川　高田　久保田橋 0.5未満 0.5 1.2

雷山川　潤　潤橋 0.6 0.5未満 1.4

長野川　神在　堂山橋 0.6 0.8 1.3

長野川　本　　犬丸橋 0.7 0.9 1.0

浦志川　浦志　糸島保健福祉事務所 0.5 0.6 1.6

伏龍池　篠原　流入口 5.4 4.2 2.1

丸田池　前原　流入口 4.3 3.4 2.4

柳川　深江　新町橋 1.1 0.5 2.6

一貴山川　深江　福永橋 0.5 0.5未満 1.3

羅漢川　田中　蔵床橋 0.8 0.9 1.9

桜井川　桜井　桜井自治会館付近 1.8 2.0 2.0

初川　大石　大石橋 1.5 1.8 2.2

小金丸川　小金丸　志摩橋 0.9 1.2 1.6

沖田川　御床　松原橋 0.5未満 0.9 1.9
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７-３ 廃棄物等 

糸島市内の一般廃棄物は、糸島市クリーンセンターで処理されています。 

一般廃棄物は「燃えるごみ」「リサイクル」「その他の燃えないごみ」の３種類に分別され、家庭か

ら出されるごみは市指定ごみ袋(家庭用)で出されたものを、事業所から出されるごみは市指定ご

み袋(事業所用)で出されたものを、収集運搬許可業者が収集しています。 

また、ごみ減量の取り組みとして、生ごみ減量化器材の購入や有価資源回収活動団体による

紙資源回収に対し補助金を交付しています。 

 

■廃棄物処理関連施設の状況 

施設名 施設概要 

糸島市クリーンセンター 

ごみ処理施設 

リサイクルプラザ 

埋立処分施設 

 

【ごみ処理施設】 

ごみ処理施設は、ごみ質の多様化に対応するため、製鉄用溶鉱炉の技術に基づき開発

された処理技術を用いて、ごみを溶かして処理している。 

処理後に発生する残渣（ざんさ）をスラグとメタル（鉄粒）として取り出し、スラグはコンクリ

ート二次製品や道路の路盤材、メタルは重機のカウンターウエイトなどに再利用しており、

発生する飛灰はセメント原料等にすべてリサイクルしている。 

また、ダイオキシン類対策については触媒反応塔を設置し化学的に分解する方式を採

用するとともに、省エネルギー対策としてごみ発電による電力の活用や蒸気の利用を織り込

むなど環境保全にも十分配慮した施設となっている。 

 

７-４ し尿処理 

糸島市内で発生するし尿は、公共下水道、農業集落排水施設、漁業集落排水施設、合併処理

浄化槽、単独処理浄化槽及び汲み取り便槽により処理されています。近年、し尿の排出量は、公

共下水道事業や農業集落排水事業等の推進、合併処理浄化槽の整備に伴い減少しています。 

糸島市し尿処理センターでは、汲み取り便槽のし尿及び合併処理浄化槽及び単独処理浄化

槽から発生する浄化槽汚泥を処理しています。 

 

■ごみ搬入量実績 単位：ｔ

年度 可燃ごみ 資源ごみ 不燃ごみ 粗大ごみ その他 合計

R2 27,099 742 1,513 3,254 1,187 33,795

R3 26,647 762 1,361 2,659 1,414 32,843

R4 26,601 793 1,295 2,269 1,416 32,374

R5 26,230 776 1,243 1,931 1,443 31,623

R6 25,738 783 1,188 1,935 1,474 31,118
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８-１ CO２排出量の算定（区域施策編） 

糸島市内の二酸化炭素（CO２）排出量は、環境省が公表する「自治体排出量カルテ」によって

把握し、進捗管理を行っています。 

各自治体におけるCO２排出量は、産業部門、業務その他部門、家庭部門、運輸部門、廃棄物

部門ごとに各種統計のデータを用いて推計する方法で算定されます。 

 

【産業部門】 

＜製造業＞ 

 

福岡県の炭素排出量：経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計」 

製造品出荷額等：経済産業省「経済構造実態調査」 

 

＜建設業・鉱業＞ 

 

福岡県の炭素排出量：経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計」 

従業員数：総務省「経済センサス-活動調査」 

 

＜農林水産業＞ 

 

福岡県の炭素排出量：経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計」 

従業員数：総務省「経済センサス-活動調査」 

 

【業務その他部門】 

 

福岡県の炭素排出量：経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計」 

従業員数：総務省「経済センサス-活動調査」 

 

 

 

福岡県の製造品出荷額等 12

産業部門
(製造業)
CO2排出量

=
福岡県の製造業
炭素排出量

×
糸島市の製造品出荷額等

×
44

12

産業部門
(建設業/鉱業)

CO2排出量
=

福岡県の建設業・鉱業
炭素排出量

×
糸島市の従業者数

×
44

福岡県の従業者数

産業部門
(農林水産業)

CO2排出量
=

福岡県の農林水産業
炭素排出量

×
糸島市の従業者数

×
44

福岡県の従業者数 12

×
44

12

業務
その他部門
CO2排出量

福岡県の業務その他部門
炭素排出量

= ×
糸島市の従業者数

福岡県の従業者数

８．地球環境 
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【家庭部門】 

 

福岡県の炭素排出量：経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計」 

世帯数：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 

【運輸部門】 

 ＜自動車・旅客及び貨物＞ 

 

全国の自動車車種別炭素排出量：経済産業省「総合エネルギー統計」 

車種別保有台数：市区町村別自動車保有車両数統計、市区町村別軽自動車車両数ファイル 

 

＜鉄道＞ 

 

全国の鉄道における炭素排出量：経済産業省「総合エネルギー統計」 

人口：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 

＜船舶＞ 

 

全国の外航船舶を除く入港船舶における炭素排出量：経済産業省「総合エネルギー統計」 

外航船舶を除く入港船舶総トン数：港湾統計年報 

 

【廃棄物部門】 

 

一般廃棄物焼却量、水分率、プラスチックごみ比率：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」 

一般廃棄物中のプラスチックごみの焼却量（乾燥ベース） 

⇒一般廃棄物焼却量（排出ベース）×（1－水分率）×プラスチックごみ比率（乾燥ベース） 

一般廃棄物中の合成繊維ごみの焼却量（乾燥ベース） 

⇒一般廃棄物焼却量（排出ベース）×0.0282 

 

44

福岡県の世帯数 12

家庭部門
CO2排出量

=
福岡県の家庭部門

炭素排出量
×

糸島市の世帯数
×

全国の自動車車種別保有台数 12

運輸部門
(自動車)
CO2排出量

=
全国の自動車車種別

炭素排出量
×

糸島市の自動車車種別保有台数
×

44

12

運輸部門
(鉄道)

CO2排出量

=
全国の鉄道における

炭素排出量
×

糸島市の人口
×

44

全国の人口

運輸部門
(船舶)

CO2排出量

=

全国の外航船舶を除く
入港船舶における

炭素排出量
×

糸島市の外航船舶を除く
入港船舶総トン数

×

44

全国の外航船舶を除く
入港船舶総トン数

12

一般廃棄物中のプラスチックごみの焼却量(乾燥ベース)×2.77(乾燥ベー
ス)＋一般廃棄物中の合成繊維の焼却量(乾燥ベース)×2.29(乾燥ベース)

廃棄物部門
CO2排出量

=
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８-２ エネルギー起源CO２排出量の算定（事務事業編） 

市役所の事務事業の実施に伴う二酸化炭素（CO２）排出量は、環境省が定める方法で計算さ

れています。 

排出量の計算は、エネルギー種別ごとの使用量に、エネルギー種別に定められた単位当たり

のCO２排出係数を乗じて計算する方法とされています。電気事業者から供給された電気の使用に

伴うCO２排出量は、電気事業者ごとに国が公表する排出係数を使用しています。 

 

【市実行計画におけるCO２排出量計算に用いる排出係数】 

 

【特定排出者による「CO２算定排出量」の報告に用いる排出係数】 

 

【電気事業者別排出係数の推移（九州電力）】 

 

＜表の見方＞ 

市が市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)の進捗管理や、温対法に基づく算定・報告・公表

制度の報告のために各年度のCO２を算定するときは、算定年度はその前年度の電気事業者別の

排出係数を用いてCO２排出量を計算します。 

（例）2025年度に2024年度の電気使用量実績に基づくCO２排出量を国に報告する場合 

使用量は2024年度使用量、排出係数は2023年度電気事業者実績で計算。2025年度に報告 

温対法第21条第1項に基づく地方公共団体実行計画

CO２排出量の計算に用いる排出係数

電力 電気事業者別に国が公表

石炭コークス なし（算定・報告・公表制度の石炭コークスを準用） 　<算定式の意味>

ガソリン 2.3217 t-CO２/kl(=34.6GJ/kl×0.0183tC/GJ×44/12)

灯油 2.4895 t-CO２/kl(=36.7GJ/kl×0.0185tC/GJ×44/12)

軽油 2.5850 t-CO２/kl(=37.7GJ/kl×0.0187tC/GJ×44/12)

A重油 2.7096 t-CO２/kl(=39.1GJ/kl×0.0189tC/GJ×44/12)

液化石油ガス 2.9989 t-CO２/t (=50.8GJ/t ×0.0161tC/GJ×44/12)

　政令による発熱量×炭素排出係数×CO２換算比※
　※炭素原子→二酸化炭素換算の分子量比

温対法第26条第1項に基づく算定・報告・公表制度 温対法第26条第1項に基づく算定・報告・公表制度

CO２算定排出量の計算に用いる排出係数(～R5) CO２算定排出量の計算に用いる排出係数(R6～)

電力 電気事業者別に国が公表 電気事業者別に国が公表

石炭コークス 3.1693 t-CO２/t (=29.4GJ/t ×0.0294tC/GJ×44/12) 3.1794 t-CO２/t (=29.0GJ/t ×0.0299tC/GJ×44/12)

ガソリン 2.3217 t-CO２/kl(=34.6GJ/kl×0.0183tC/GJ×44/12) 　な　し

灯油 2.4895 t-CO２/kl(=36.7GJ/kl×0.0185tC/GJ×44/12) 2.5027 t-CO２/kl(=36.5GJ/kl×0.0187tC/GJ×44/12)

軽油 2.5850 t-CO２/kl(=37.7GJ/kl×0.0187tC/GJ×44/12) 2.6195 t-CO２/kl(=38.0GJ/kl×0.0188tC/GJ×44/12)

A重油 2.7096 t-CO２/kl(=39.1GJ/kl×0.0189tC/GJ×44/12) 2.7528 t-CO２/kl(=38.9GJ/kl×0.0193tC/GJ×44/12)

液化石油ガス 2.9989 t-CO２/t (=50.8GJ/t ×0.0161tC/GJ×44/12) 2.9943 t-CO２/t (=50.1GJ/t ×0.0163tC/GJ×44/12)

市のCO２算定年度
2013
(H25)

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

2024
(R6)

電気事業者の
実績年度

2012
(H24)

2013
(H25)

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

基礎排出係数
(kg-CO２/kWh)

0.612 0.613 0.584 0.509 0.462 0.438 0.319 0.344 0.365 0.296 0.407 0.402
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【CO２排出量算定の事例（2023年度の市の使用量の場合）】 

 

(電力) 

2023(R5)年度の市事務事業による電力使用量…16,265,000kWh 

2022(R4)年度の電気事業者別のCO２排出係数…0.407kg-CO２/kWh 

16,265,000×0.407＝6,619,855 ⇒ 6,619.9ｔ-CO２ 

(石炭コークス) 

2023(R5)年度の市事務事業による石炭コークス使用量1,637ｔ 

2023(R5)年度の石炭コークス「炭素排出係数」…0.0299ｔC/GJ 

2023(R5)年度の石炭コークス「政令による発熱量」…29.0GJ/ｔ 

1,637×0.0299×29.0×44/12≒5,204.62 ⇒ 5,204.6ｔ-CO２ 

(ガソリン) 

2023(R5)年度の市事務事業によるガソリン使用量78kℓ 

2023(R5)年度のガソリン「炭素排出係数」…0.0183ｔC/GJ 

2023(R5)年度のガソリン「政令による発熱量」…34.6GJ/kℓ 

78×0.0183×34.6×44/12≒181.09 ⇒ 181.1ｔ-CO２ 

(灯油) 

2023(R5)年度の市事務事業による灯油使用量334kℓ 

2023(R5)年度の灯油「炭素排出係数」…0.0185ｔC/GJ 

2023(R5)年度の灯油「政令による発熱量」…36.7GJ/kℓ 

334×0.0185×36.7×44/12≒831.48 ⇒ 831.5ｔ-CO２ 

(軽油) 

2023(R5)年度の市事務事業による軽油使用量136kℓ 

2023(R5)年度の軽油「炭素排出係数」…0.0187ｔC/GJ 

2023(R5)年度の軽油「政令による発熱量」…37.7GJ/kℓ 

136×0.0187×37.7×44/12≒351.56 ⇒ 351.6ｔ-CO２ 

(Ａ重油) 

2023(R5)年度の市事務事業によるＡ重油使用量39kℓ 

2023(R5)年度のＡ重油「炭素排出係数」…0.0189ｔC/GJ 

2023(R5)年度のＡ重油「政令による発熱量」…39.1GJ/kℓ 

39×0.0189×39.1×44/12≒105.68 ⇒ 105.7ｔ-CO２ 

(ＬＰＧ) 

2023(R5)年度の市事務事業によるＬＰＧ使用量98ｔ 

2023(R5)年度のＬＰＧ「炭素排出係数」…0.0161ｔC/GJ 

2023(R5)年度のＬＰＧ「政令による発熱量」…50.8GJ/ｔ 

98×0.0161×50.8×44/12≒293.89 ⇒ 293.9ｔ-CO２ 

 

合計：6,619.9＋5,204.6＋181.1＋831.5＋351.6＋105.7＋293.9 ＝ 13,588.3 ⇒ 13,588ｔ-CO２ 
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※第２次糸島市環境基本計画本編に説明が掲載されている用語は省略しています。 

 

 

番号 用　語 解　説

1 一般廃棄物

産業廃棄物以外の廃棄物で、「ごみ」と「し尿」に分類される。さらに

「ごみ」は一般家庭から生じた「家庭ごみ」と事業活動から生じた「事業

系ごみ」に分類される。

2 エコドライブ

環境負荷の低減に配慮した自動車の運転方法で、アイドリングストップ

(駐停車時に自動車のエンジンを停止させる機能)や加減速の少ない運転、

タイヤの空気圧の適正化等に心がけた運転をさす。

3 オオキツネノカミソリ

ヒガンバナ科ヒガンバナ属の山野に生える多年草。キツネノカミソノの変

種で、関東以西の本州から九州にかけて分布する。糸島市内の井原山中腹

には西日本一と言われる群生地がある。

4
オオクチバス(ブラック

バス)

北アメリカ原産で、標準和名は「オオクチバス」。湖沼やため池、河川の

中下流域に生息する。特定外来生物である。

5 間伐
森林を育てるために森林に適度な光を入れ、木の過密化を解消するために

木を間引く作業をさす林業用語。間引かれた木材を間伐材と呼ぶ。

6 グリーンインフラ

社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が持

つ多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進

める取組をいう。

7 グリーン購入

製品やサービスを購入する際に、価格や品質、利便性、デザインだけでな

く、環境への影響を優先し、環境負荷ができるだけ少ないものを優先して

購入することをいう。

8 光化学オキシダント

大気中の炭化水素や窒素酸化物が紫外線等を吸収し、光化学反応で生成さ

れた酸化性物質の総称。人の健康や植物へも影響を与える。光化学オキシ

ダントに起因するスモッグを光化学スモッグと言う。

9 コージェネレーション

天然ガス、石油、液化石油ガス等を燃料として、エンジン、タービン、燃

料電池等の方式により発電し、その際に生じる廃熱も同時に回収するシス

テム。回収した熱は工場の熱源や家庭やオフィス、病院等生活の場におけ

る冷暖房、給湯設備等に利用する。

10 産業廃棄物
事業活動によって生じた廃棄物のうち、燃えがら、汚泥、廃油、廃酸、廃

アルカリ、廃プラスチック等20種類の廃棄物をさす。

11 水源の涵養
水田にたたえられた水が、地下に浸透して、地下水(浅い層)の涵養源とな

ること。この地下水は河川に還元され、河川の水量調節の働きもする。

12 スラグ・メタル

廃棄物を溶融炉で溶融処理する際に発生する資源物。スラグはアスファル

トやコンクリート等の材料に、メタルは建設機械のおもり(カウンター

ウェイト)に使用される。

13 ゼロエミッション

温室効果ガス等の排出を可能な限り削減し、最終的に排出を実質ゼロ(排

出と吸収を差引ゼロ)にすること。廃棄物や汚染物質の排出についても用

いられる。
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番号 用　語 解　説

14 ゼロカーボンシティ宣言

2050年までに二酸化炭素等の温室効果ガス排出を実質ゼロにすることをめ

ざす自治体の宣言。2025年12月現在、全国1196自治体が宣言済。糸島市も

2026年1月1日付で表明した。

15 脱炭素経営
企業が脱炭素の視点を経営戦略に組み込み、競争力向上や持続可能な成長

につなげる経営手法。

16 多面的機能支払制度
農業・農村が持つ国土保全、水源涵養、生態系保全等の多面的機能を維持

するため、地域共同で行う活動を支援する国の交付金制度。

17 地産地消

地域で採れた農産物を地域住民が消費すること。生産者と消費者の物理

的、心理的距離を縮め、消費者ニーズに応えた生産や農業への理解を促進

することが期待される。近年、地域産の電力等を地域で消費する際にも用

いられる。

18
地球温暖化防止活動推進

センター

地球温暖化対策推進法によって定められたセンターで、都道府県内の民間

団体の中から知事により指定される。地球温暖化防止に関する啓発・広

報、調査・研究活動等を行い、その活動を県知事が委嘱した地球温暖化防

止活動推進員が担っている。

19 中山間地域直接支払制度
傾斜地等、条件が不利な中山間地域において農業生産活動の継続を支援

し、農地保全や農地が持つ多面的機能の維持を図る国の交付金制度。

20 デコ活
脱炭素につながる新しい豊かな暮らしをめざし、省エネや資源循環等日常

の行動変容を国民全体で推進する、環境省が主導する国民運動。

21 燃料電池

水素と酸素を電気化学的に反応させて直接発電するもので、水素は、天然

ガス、メタノール等の石油代替燃料から生成し、酸素は、大気中の酸素を

利用する。

22 バイオマス

再生可能な生物由来の有機性資源で化石資源を除いたものを言う。廃棄物

系バイオマスとして、家畜排せつ物、食品廃棄物、建設発生木材、下水汚

泥等がある。

23 ハマボウ

アオイ科の落葉低木で、河口や海岸の砂泥地に生育する。県内では玄界灘

から周防灘にかけてまれに見られる。雷山川下流の群生地は県下最大で、

両岸約1㎞の範囲にわたって生育している。

24
福岡県レッドデータブッ

ク

福岡県内を対象として、絶滅のおそれのある野生生物をリストアップし、

絶滅のおそれの度合い、生息状況、絶滅へ向かわせている要因や生態等に

ついて記述したもの。

25 ブルーカーボン

沿岸・海洋生態系が光合成によりCO２を取り込み、その後海底や深海に蓄

積される炭素のこと。ブルーカーボンを定量化して取引可能なクレジット

にしたものを「Jブルークレジット」という。

26 ミツバツツジ
ツツジ科の落葉低木。関東、中部地方の中南部、温帯下部の山地林内に分

布する。市内では、背振雷山山系の中腹地域に植生している。

27 溶融飛灰
廃棄物を溶融炉で溶融処理する際に発生する煤塵（ばいじん／すす・灰等

の微粒子）。

28
ラブアース・クリーン

アップ

地球環境と地域行動の実践として、市民・事業者・行政が協力し、海岸や

河川等の散乱ごみを回収する地域環境美化活動をさす。福岡都市圏では、

毎年6月上旬に開催している。
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番号 用　語 解　説

29 LED照明
LED(発光ダイオード)を用いた光源装置のこと。蛍光灯や白熱電球に比べ

て寿命が非常に長く、消費電力も少ない省エネ型の照明器具である。

30
IPCC(気候変動に関する

政府間パネル)

世界気象機関と国連環境計画によって設立された政府間組織。気候変動に

関する最新の科学的知見について評価を行う。現在、第6次評価報告書ま

で作成され、「人間活動の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきた

ことには疑う余地がない」と記されている。

31 PM2.5
大気中に浮遊している粒径2.5㎛以下の微小粒子状物質。工場や車の排

気、森林火災等から発生し、健康への影響が懸念される。

32 ZEB（ゼブ）

Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称。

快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの

収支をゼロにすることをめざす建物のこと。

33 ZEH（ゼッチ）

Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略称。

断熱性能の向上、高効率設備の導入により大幅な省エネルギーを実現した

うえで、再生可能エネルギーを導入し、年間の一次エネルギー消費量の収

支がゼロとすることをめざす住宅のこと。


